
（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 6,733 諸収入 0 

計 6,733 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 6,733 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】法制係 0857-20-3103 
 
【１０次総の施策体系】5101　 
 
【事業の経過及び背景】
　　法令に基づいた市政事務を行うための例規整備等を行ってきたが、行政不服審査法
　の全部改正、消費税率の改正、中核市移行準備等法律の動向により各関係例規の整備
　等求められている。

【事業の目的及び効果】
　　引き続き、法令に基づいた市政事務を行うための例規整備等を行っていき、市民か
　ら信頼され、及び効率的な市政の執行体制を整えていく。
　
【事業の内容・実績（過去３年）】 
　・訟務担当者会議旅費 
　・法令参考図書等追録代 
　・官報等購入費 
　・条例、規則等の改正等に伴う鳥取市例規集（５巻）の追録、加除印刷費 
　・法律・判例情報オンラインサービスの通信費、例規システム賃借料 

 
（過去３年事業費）平成25年度　　7,031千円 
　　　　　　　　　平成26年度　　6,529千円 
　　　　　　　　　平成27年度　　7,063千円（見込み） 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項 総務管理費

目 一般管理費

前年度当初予算額 7,063 

本年度要求額 6,868 

総務部長段階査定額 6,733 その他財源の内訳

0 

総務部 
総務課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 法令事務費 ページ 161 所　　属　　名

総００１ 項　　目　　名 法令事務費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 9,916 諸収入 109 

計 10,025 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 109 0 

市長段階査定額 10,025 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】市史編さん室 0857-20-3101 
 
【１０次総の施策体系】5101 
 
【事業の経過及び背景】 
　　新修鳥取市史編さん事業は、近代までを編さん対象とし、昭和49年度から事業着
　手し、 以下のとおり、刊行した。 
　　　新修鳥取市史第１巻（古代・中世篇）…昭和58年刊行 
　　　　　　　　　第２巻（近世篇）　　　…昭和63年刊行 
　　　　　　　　　第３巻（資料篇）　　　…昭和60年刊行 
　　　　　　　　　第４巻（明治/政治・経済篇）・・平成25年刊行（100周年事業） 
　　　　　　　　　第５巻（明治/社会・教育篇）・・平成19年刊行（100周年事業） 

【事業の目的及び効果】 
　　新修鳥取市史第６巻（大正篇）について、原稿をもとに編さん作業を行うととも
　に、平成28年度に刊行する予定としている。発刊経費については、刊行原稿が整い、
　具体的発刊の 目途が立った時点で印刷経費及び原稿料等を補正予算として計上する
　予定である。 
　　また、刊行に伴う編さん事務量の増加のため、職員体制を補強し年度内発刊を目
　指す。 
  
【事業の内容・実績（過去３年）】事業費 
　　　　　　　平成25年度　10,162千円 
　　　　　　　平成26年度　 5,538千円 
　　　　　　　平成27年度　 7,578千円 （見込み）

　＊その他財源の諸収入は、市史等の頒布料　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項 総務管理費

目 文書広報費

前年度当初予算額 7,776 

本年度要求額 10,025 

総務部長段階査定額 10,025 その他財源の内訳

0 

総務部 
総務課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 市史編さん費 ページ 163 所　　属　　名

総００２ 項　　目　　名 鳥取市史編さん事業費
新規
事業

-1-－ 1－



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 3,166 諸収入 0 

計 3,166 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 3,166 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】情報公開係 0857-20-3105

【１０次総の施策体系】4201

【事業の経過及び背景】
　　社会保障・税番号（マイナンバー）制度が、平成２７年１０月に施行され、個人番
　号の付番・通知に続いて、平成２８年１月からマイナンバー利用・個人番号カード交
　付開始、以後平成２９年１月、同年７月の特定個人情報連携開始と、段階施行される
　にあたり、情報システムや例規及び事務手順等の体制の整備を進めてきた。
　　今後、行政機関間の特定個人情報連携準備を進めるとともに、法改正や中核市移行
　に伴う制度の変更等、市民への広報・周知を図るとともに、マイナンバー安全管理に
　ついて、セキュリティ対策や職員研修等に取り組む。

【事業の目的及び効果】
　　制度を適正かつ円滑に運営するとともに、特定個人情報を安全に管理運用し、行政
　事務の効率化と市民の利便向上を図る。

【事業の内容・実績（過去３年）】 〔事業実績（平成27年度）〕
　・特定個人情報保護評価審査会の開催
　・マイナンバー制度問合せに対応して市コールセンターを継続設置（３か月間）
　・啓発チラシ作成等、制度周知・広報の実施
　
　（過去３年事業費）平成27年度　9,796千円（見込）

款 総務費

項 総務管理費

目 文書広報費

前年度当初予算額 515 

本年度要求額 3,167 

総務部長段階査定額 3,166 その他財源の内訳

0 

総務部 
総務課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 社会保障税番号制度運営費 ページ 163 所　　属　　名

総００３ 項　　目　　名 社会保障税番号制度運営費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,065 諸収入 0 

計 1,065 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 1,065 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】行政係 0857-20-3102 
 
【１０次総の施策体系】5101
 
【事業の経過及び背景】
　　平成２６年５月の地方自治法の改正により、中核市の人口要件が緩和され、本市は
　平成３０年４月の中核市移行を目指すこととなった。
　　全国施行時特例市市長会では、会員市の多くが中核市へ移行を目指しており、中核
　市に関する情報・課題の共有や財源確保の研究等、会員市相互の緊密な連携を図って
　いる。また、これらの活動の他、中核市市長会との連携事業、指定都市市長会を含む
　三市長会の連携事業を通じて、国や関係団体に対して地方の意志を伝える活動を展開
　している。

【事業の目的及び効果】 
　　中核市への円滑な移行に資するため、全国施行時特例市市長会の活動を通じて、中
　核市に関する情報や課題の共有、財源確保の研究を行う。また各部会・研究会を通じ
　て会員市との緊密な連携を図る。
　　平成28年度は役員市（監事）として、総会・秋季総会、総務大臣懇談会、経済同友
　会との意見交換会等へ出席し、国や関係団体に地方の意志を伝える活動に参加する。 
 
【事業の内容・実績（過去３年）】 
　・全国施行時特例市市長会の各種会議等に係る出張旅費 
　・全国施行時特例市市長会負担金 
 
　（過去３年事業費）平成25年度 1,600千円 
　　　　　　　　　　平成26年度   977千円 
　　　　　　　　　　平成27年度 　986千円（見込み） 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項 総務管理費

目 諸費

前年度当初予算額 636 

本年度要求額 1,065 

総務部長段階査定額 1,065 その他財源の内訳

0 

総務部 
総務課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 地方分権推進費 ページ 173 所　　属　　名

総００４ 項　　目　　名 施行時特例市事業費
新規
事業

-2-－ 2－



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 3,166 諸収入 0 

計 3,166 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 3,166 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】情報公開係 0857-20-3105

【１０次総の施策体系】4201

【事業の経過及び背景】
　　社会保障・税番号（マイナンバー）制度が、平成２７年１０月に施行され、個人番
　号の付番・通知に続いて、平成２８年１月からマイナンバー利用・個人番号カード交
　付開始、以後平成２９年１月、同年７月の特定個人情報連携開始と、段階施行される
　にあたり、情報システムや例規及び事務手順等の体制の整備を進めてきた。
　　今後、行政機関間の特定個人情報連携準備を進めるとともに、法改正や中核市移行
　に伴う制度の変更等、市民への広報・周知を図るとともに、マイナンバー安全管理に
　ついて、セキュリティ対策や職員研修等に取り組む。

【事業の目的及び効果】
　　制度を適正かつ円滑に運営するとともに、特定個人情報を安全に管理運用し、行政
　事務の効率化と市民の利便向上を図る。

【事業の内容・実績（過去３年）】 〔事業実績（平成27年度）〕
　・特定個人情報保護評価審査会の開催
　・マイナンバー制度問合せに対応して市コールセンターを継続設置（３か月間）
　・啓発チラシ作成等、制度周知・広報の実施
　
　（過去３年事業費）平成27年度　9,796千円（見込）

款 総務費

項 総務管理費

目 文書広報費

前年度当初予算額 515 

本年度要求額 3,167 

総務部長段階査定額 3,166 その他財源の内訳

0 

総務部 
総務課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 社会保障税番号制度運営費 ページ 163 所　　属　　名

総００３ 項　　目　　名 社会保障税番号制度運営費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,065 諸収入 0 

計 1,065 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 1,065 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】行政係 0857-20-3102 
 
【１０次総の施策体系】5101
 
【事業の経過及び背景】
　　平成２６年５月の地方自治法の改正により、中核市の人口要件が緩和され、本市は
　平成３０年４月の中核市移行を目指すこととなった。
　　全国施行時特例市市長会では、会員市の多くが中核市へ移行を目指しており、中核
　市に関する情報・課題の共有や財源確保の研究等、会員市相互の緊密な連携を図って
　いる。また、これらの活動の他、中核市市長会との連携事業、指定都市市長会を含む
　三市長会の連携事業を通じて、国や関係団体に対して地方の意志を伝える活動を展開
　している。

【事業の目的及び効果】 
　　中核市への円滑な移行に資するため、全国施行時特例市市長会の活動を通じて、中
　核市に関する情報や課題の共有、財源確保の研究を行う。また各部会・研究会を通じ
　て会員市との緊密な連携を図る。
　　平成28年度は役員市（監事）として、総会・秋季総会、総務大臣懇談会、経済同友
　会との意見交換会等へ出席し、国や関係団体に地方の意志を伝える活動に参加する。 
 
【事業の内容・実績（過去３年）】 
　・全国施行時特例市市長会の各種会議等に係る出張旅費 
　・全国施行時特例市市長会負担金 
 
　（過去３年事業費）平成25年度 1,600千円 
　　　　　　　　　　平成26年度   977千円 
　　　　　　　　　　平成27年度 　986千円（見込み） 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項 総務管理費

目 諸費

前年度当初予算額 636 

本年度要求額 1,065 

総務部長段階査定額 1,065 その他財源の内訳

0 

総務部 
総務課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 地方分権推進費 ページ 173 所　　属　　名

総００４ 項　　目　　名 施行時特例市事業費
新規
事業

-2-

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 0 

計 8,706 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 8,706 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 8,706 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】統計係 0857-20-3156 
 
【１０次総の施策体系】5101
 
【事業の経過及び背景】
　　経済センサス活動調査は、すべての産業分野における事業所及び企業の活動からな
　る経済の構造を明らかにするため、平成２４年２月から５年毎に実施されている。

【事業の目的及び効果】 
　　全産業分野における事業所及び企業の経済活動の実態を調査する。 
 　　調査結果は、地域の産業振興、商店街や中心市街地の活性化のための施策など、
　国の各種施策が実施される上での基本データとなる。

　根拠法令：統計法 
　範囲：市全域事業所 
　周期：５年 
　期日：６月１日 
 
 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項 統計調査費

目 指定統計調査費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 8,706 

総務部長段階査定額 8,706 その他財源の内訳

0 

総務部 
総務課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 経済センサス活動調査費 ページ 189 所　　属　　名

総００５ 項　　目　　名 経済センサス活動調査費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 14,771 諸収入 0 

計 14,771 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 14,771 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】財務係 0857-20-3111 
 
【１０次総の施策体系】5301 
 
【事業の目的及び効果】 
　本市の当初予算、補正予算編成等の事務費及び公会計制度導入に向けての調査研究費　 
 
【事業の内容・実績】 
　・当初・補正予算書、主要施策の成果説明書の作成、配布経費等 
　・統一的な基準に基づく財務諸表の作成に関する支援業務委託（２７年度～２９年度）
　
　　　平成２５年度　　３，９６９千円 
　　　平成２６年度　　５，５２５千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　平成２７年度　１０，４９５千円（見込み）
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項 総務管理費

目 財政管理費

前年度当初予算額 9,750 

本年度要求額 14,771 

総務部長段階査定額 14,771 その他財源の内訳

0 

総務部 
行財政改革課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 予算事務費 ページ 165 所　　属　　名

総００６ 項　　目　　名 予算事務費
新規
事業

-3-－ 3－



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 104,668 

計 132,966 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 2,059 

その他 132,966 26,239 

市長段階査定額 132,966 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】財務係 0857-20-3111 
 
【１０次総の施策体系】5301 
 
【事業の目的及び効果】 
　公共施設等整備基金は、市営住宅、体育施設等の公共施設整備に充てるため設置する基 
金であり、この基金の運用益を積み立てるもの。 
 
【事業の内容・実績】 
　（１）基金の整理統合による福祉施設整備基金残高の積み立て
　　　　　２６，２３９千円（平成２８年３月末見込み）
　（２）勤労青少年ホーム体育館の移転補償費の積み立て
　　　　１０４，６６８千円
　（３）運用益の積み立て　 
　　　　利　率　０．０４５％ 
　　　　利　子　２，０５９千円 
　　　　※平成２８年４月１日から１年間繰替運用するという条件で積算 
 
　（積立実績）　 
　　平成２５年度　５０５，３０３千円 
　　平成２６年度　５８８，０１７千円 
　　平成２７年度　　４８，４２６千円（見込み）　 

　（基金残高） 
　　４，５５６，１６１，３８０円（平成２８年３月末見込み）
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　＊その他財源の諸収入は、勤労青少年ホーム体育館移転補償費
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項 総務管理費

目 財産管理費

前年度当初予算額 1,779 

本年度要求額 132,966 

総務部長段階査定額 132,966 その他財源の内訳

0 

総務部 
行財政改革課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 公共施設等整備基金積立金 ページ 167 所　　属　　名

総００７ 項　　目　　名 基金積立金（公共施設等整備基金）
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 408 諸収入 0 

計 408 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 408 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】行政経営係 0857-20-3164 

【１０次総の施策体系】5301 

【事業の経過及び背景】 
　昭和６１年度（第１次）から継続し、現在、第６次（構想期間：平成２７～３１年度）
の行財 政改革に取り組んでいる。実施計画の進行管理は、外部機関として設置する鳥取市
行財政 改革推進市民委員会（市民の有識者と公募委員の１２名+オブサーバー１名で構
成）で審議し 、見直しに係る意見・提言をいただいている。 
 
【事業の目的及び効果】 
　第６次行財政改革大綱に基づき、さらなる行財政改革を強力に推進する。 
 
【事業の内容・実績】 
　行財政改革推進市民委員会の開催（年６回） 
　　平成２５年度　５４７千円
　　平成２６年度　４０６千円
　　平成２７年度　４０８千円（見込み） 
 
【根拠計画】
　鳥取市自治基本条例　第21条（行政評価） 
　第6次鳥取市行財政改革大綱（構想期間：平成27～31年度）　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

前年度当初予算額 523 

本年度要求額 408 

総務部長段階査定額 408 その他財源の内訳

0 

総務部 
行財政改革課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 総合企画費 ページ 167 所　　属　　名

総００８ 項　　目　　名 行財政改革大綱等推進事業費
新規
事業

-4-－ 4－



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 104,668 

計 132,966 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 2,059 

その他 132,966 26,239 

市長段階査定額 132,966 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】財務係 0857-20-3111 
 
【１０次総の施策体系】5301 
 
【事業の目的及び効果】 
　公共施設等整備基金は、市営住宅、体育施設等の公共施設整備に充てるため設置する基 
金であり、この基金の運用益を積み立てるもの。 
 
【事業の内容・実績】 
　（１）基金の整理統合による福祉施設整備基金残高の積み立て
　　　　　２６，２３９千円（平成２８年３月末見込み）
　（２）勤労青少年ホーム体育館の移転補償費の積み立て
　　　　１０４，６６８千円
　（３）運用益の積み立て　 
　　　　利　率　０．０４５％ 
　　　　利　子　２，０５９千円 
　　　　※平成２８年４月１日から１年間繰替運用するという条件で積算 
 
　（積立実績）　 
　　平成２５年度　５０５，３０３千円 
　　平成２６年度　５８８，０１７千円 
　　平成２７年度　　４８，４２６千円（見込み）　 

　（基金残高） 
　　４，５５６，１６１，３８０円（平成２８年３月末見込み）
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　＊その他財源の諸収入は、勤労青少年ホーム体育館移転補償費
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項 総務管理費

目 財産管理費

前年度当初予算額 1,779 

本年度要求額 132,966 

総務部長段階査定額 132,966 その他財源の内訳

0 

総務部 
行財政改革課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 公共施設等整備基金積立金 ページ 167 所　　属　　名

総００７ 項　　目　　名 基金積立金（公共施設等整備基金）
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 408 諸収入 0 

計 408 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 408 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】行政経営係 0857-20-3164 

【１０次総の施策体系】5301 

【事業の経過及び背景】 
　昭和６１年度（第１次）から継続し、現在、第６次（構想期間：平成２７～３１年度）
の行財 政改革に取り組んでいる。実施計画の進行管理は、外部機関として設置する鳥取市
行財政 改革推進市民委員会（市民の有識者と公募委員の１２名+オブサーバー１名で構
成）で審議し 、見直しに係る意見・提言をいただいている。 
 
【事業の目的及び効果】 
　第６次行財政改革大綱に基づき、さらなる行財政改革を強力に推進する。 
 
【事業の内容・実績】 
　行財政改革推進市民委員会の開催（年６回） 
　　平成２５年度　５４７千円
　　平成２６年度　４０６千円
　　平成２７年度　４０８千円（見込み） 
 
【根拠計画】
　鳥取市自治基本条例　第21条（行政評価） 
　第6次鳥取市行財政改革大綱（構想期間：平成27～31年度）　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

前年度当初予算額 523 

本年度要求額 408 

総務部長段階査定額 408 その他財源の内訳

0 

総務部 
行財政改革課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 総合企画費 ページ 167 所　　属　　名

総００８ 項　　目　　名 行財政改革大綱等推進事業費
新規
事業

-4-

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 332 諸収入 0 

計 332 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 332 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】行政経営係 0857-20-3164 
 
【１０次総の施策体系】5301 
 
【事業の経過及び背景】 
　平成１６年３月１９日に、品質における国際規格（ISO9001）を認証取得し運用してき
たが、 ３回（９年間）の更新審査を終え、平成２４年度末をもって国際認証を返上。 
　平成２５年度構築した鳥取市独自の行政経営システムを、抜本的に見直し、平成２６年
度から 、部局や職階にとらわれず政策議論を交わし、幹部職員の総意で、予算、人員、組
織配分 の基本的な方向性を決定する仕組みの運用を行なっている。 
 
【事業の目的及び効果】 
　幹部職員の理事意識の醸成、若手職員の政策形成能力向上を図るとともに、画期的な事 
業立案を推進することにより、市民満足度の最大化を図る。 
 
【事業の内容・実績】 
　政策提案競争の実施 、先進地視察旅費

　　　　　　　　　政策提案チーム数　　 政策提案数 　　採択数
　　平成26年度　　11チーム（約80人）　 　　52件　 　　　22件
　　平成27年度　 　9チーム（約60人）　 　　22件　　　　 12件
　　　　　　　  
【根拠計画】第6次行財政改革大綱、鳥取市行政経営システム実施要領　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項 総務管理費

目 企画費

前年度当初予算額 211 

本年度要求額 332 

総務部長段階査定額 332 その他財源の内訳

0 

総務部 
行財政改革課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 総合企画費 ページ 167 所　　属　　名

総００９ 項　　目　　名 行政経営システム管理事業費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 8,728,959 諸収入 125,423 

計 8,903,770 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 49,388 0 

その他 125,423 0 

市長段階査定額 8,903,770 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】財務係 0857-20-3111 
 
【１０次総の施策体系】5301 
 
【事業の目的及び効果】 
　道路、公共施設等の整備のため借り入れた起債の元金償還金であり、 受益者負担の年度
間の公平化を図っている。
 
【事業の内容・実績】 
　平成２５年度　１０，０６０，０１７千円 
        （内訳：定期償還９，７１７，７０１千円、繰上償還３４２，３１６千円）
　平成２６年度　１０，５２３，６２１千円 
　　　　（内訳：定期償還９，７０７，１７１千円、繰上償還８１６，４５０千円）
　平成２７年度　　９，２６２，３７７千円（見込み）
　　　　（内訳：定期償還９，２５２，８６１千円、繰上償還　　９，５１６千円）
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　＊その他財源の諸収入は、地域総合整備資金貸付金元金収入等
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 公債費

項 公債費

目 元金

前年度当初予算額 9,306,616 

本年度要求額 8,903,770 

総務部長段階査定額 8,903,770 その他財源の内訳

0 

総務部 
行財政改革課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 長期借入金元金償還金 ページ 303 所　　属　　名

総０１０ 項　　目　　名 長期借入金元金償還金
新規
事業

-5-－ 5－



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 880,790 諸収入 0 

計 1,100,457 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,333 0 

その他 217,334 0 

市長段階査定額 1,100,457 0 

217,334 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】財務係 0857-20-3111 
 
【１０次総の施策体系】5301 

【事業の目的及び効果】 
　道路、公共施設等の整備のため借り入れた起債に係る利子償還金 。
 
【事業の内容・実績】 
　平成２５年度　１，４８６，５２８千円 
　平成２６年度　１，３３５，６６１千円 
 　平成２７年度　１，１５３，７６０千円（見込み）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 公債費

項 公債費

目 利子

前年度当初予算額 1,229,390 

本年度要求額 1,100,457 

総務部長段階査定額 1,100,457 その他財源の内訳

0 

総務部 
行財政改革課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 長期借入金利子償還金 ページ 303 所　　属　　名

総０１１ 項　　目　　名 長期借入金利子償還金
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 688,558 諸収入 41,088 

計 929,646 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 241,088 200,000 

市長段階査定額 929,646 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】給与係 0857-20-3108 
 
【１０次総の施策体系】5301 
 
【事業の目的及び効果】 
　職員の退職に伴い、当該職員の鳥取市在職期間等に応じて退職手当を支給するもの。 
 
　○退職手当　一般職（平成29年3月31日定年退職　43人分）※消防職2人含む 
　 
　　前年度当初予算は平成28年3月31日定年退職 34人分 ※消防職1人含む　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　＊その他財源の繰入金は、職員退職手当基金繰入金
　　　　　　　　諸収入は、退職手当負担金
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項 総務管理費

目 一般管理費

前年度当初予算額 753,513 

本年度要求額 929,646 

総務部長段階査定額 929,646 その他財源の内訳

0 

総務部 
職員課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 退職手当 ページ 159 所　　属　　名

総０１２ 項　　目　　名 退職手当
新規
事業

-6-－ 6－



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 23,800 諸収入 0 

計 23,800 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 23,800 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】厚生係 0857-20-3108 
 
【１０次総の施策体系】5301 
 
【事業の目的及び効果】 
　職場外研修として集中的かつ専門的に行うことで、職員の知識・能力の向上を図る。ま 
た、他自治体と意見交換をすることで、同じ事務処理でも異なる方法を学び取り、柔軟な 
思考、多角的なものの考え方を習得することができる。 
 
【事業の内容・実績】 
　○派遣研修 
　　自治大学校：2名、市町村職員中央研修所：9名、市町村職員国際文化研修所：9名、 
　　国土交通大学校：1名、日本経営協会研修：21名、
　　鳥取県職員人材開発センターへ派遣 
　○自主研修 
　　定住自立圏共生ビジョン合同職員研修、コーチング研修、業績評価目標設定研修、 
　　新任評定者研修、ハラスメント防止研修、アサーティブ研修、人権研修　等 

　≪実績≫H24年度･･･3,048名：20,582千円、H25年度･･･3,340名：20,432千円 
　　　　　H26年度･･･2,294名：19,089千円 
　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項 総務管理費

目 人事管理費

前年度当初予算額 22,600 

本年度要求額 23,800 

総務部長段階査定額 23,800 その他財源の内訳

0 

総務部 
職員課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 研修参加費 ページ 161 所　　属　　名

総０１３ 項　　目　　名 研修関係事務費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,123 諸収入 0 

計 1,123 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 1,123 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】厚生係 0857-20-3108 
 
【１０次総の施策体系】5301 
 
【事業の経過及び背景】 
　姉妹都市である韓国清州市への派遣研修は、平成元年から平成7年までは短期研修（9日 
間程度）、平成8年及び平成10年には6ヶ月、平成12年からは3ヶ月間（平成20～22年度は 
中断し、平成23年度より再開）、平成24年度からは清州市の申し入れにより6ヶ月の期間 
で派遣研修を実施し、相互交流と職員の資質向上に一定の成果をあげてきている。 
また、平成27年度に研修内容等について協議を行い、平成28年度より隔年で事業を実施す 
ることとなった。 
 
【事業の目的及び効果】 
　異国の自治体で、長期研修を行うことで、本市の行政手法の見直しを図るとともに、言 
語習得と国際感覚を醸成し、今後の鳥取市の施策に活かしていくことを目的とする。 
 
【事業の内容・実績】 
　派遣期間：6ヶ月（H26.7.4～H26.12.26） 
　派遣人数：1人 
　研修内容：地方行政の比較研修、言語研修 
 
　平成27年度　派遣予定職員への語学・文化歴史研修を実施　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項 総務管理費

目 人事管理費

前年度当初予算額 1,123 

本年度要求額 1,123 

総務部長段階査定額 1,123 その他財源の内訳

0 

総務部 
職員課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 研修参加費 ページ 161 所　　属　　名

総０１４ 項　　目　　名 韓国清州市職員派遣事業費
新規
事業

-7-

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 880,790 諸収入 0 

計 1,100,457 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,333 0 

その他 217,334 0 

市長段階査定額 1,100,457 0 

217,334 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】財務係 0857-20-3111 
 
【１０次総の施策体系】5301 

【事業の目的及び効果】 
　道路、公共施設等の整備のため借り入れた起債に係る利子償還金 。
 
【事業の内容・実績】 
　平成２５年度　１，４８６，５２８千円 
　平成２６年度　１，３３５，６６１千円 
 　平成２７年度　１，１５３，７６０千円（見込み）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 公債費

項 公債費

目 利子

前年度当初予算額 1,229,390 

本年度要求額 1,100,457 

総務部長段階査定額 1,100,457 その他財源の内訳

0 

総務部 
行財政改革課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 長期借入金利子償還金 ページ 303 所　　属　　名

総０１１ 項　　目　　名 長期借入金利子償還金
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 688,558 諸収入 41,088 

計 929,646 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 241,088 200,000 

市長段階査定額 929,646 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】給与係 0857-20-3108 
 
【１０次総の施策体系】5301 
 
【事業の目的及び効果】 
　職員の退職に伴い、当該職員の鳥取市在職期間等に応じて退職手当を支給するもの。 
 
　○退職手当　一般職（平成29年3月31日定年退職　43人分）※消防職2人含む 
　 
　　前年度当初予算は平成28年3月31日定年退職 34人分 ※消防職1人含む　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　＊その他財源の繰入金は、職員退職手当基金繰入金
　　　　　　　　諸収入は、退職手当負担金
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項 総務管理費

目 一般管理費

前年度当初予算額 753,513 

本年度要求額 929,646 

総務部長段階査定額 929,646 その他財源の内訳

0 

総務部 
職員課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 退職手当 ページ 159 所　　属　　名

総０１２ 項　　目　　名 退職手当
新規
事業

-6- － 7－



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,075 諸収入 0 

計 1,075 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 1,075 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】厚生係 0857-20-3108 
 
【１０次総の施策体系】5301 
 
【事業の経過及び背景】 
　姉妹都市提携を結んでいる韓国清州市との職員交流を平成元年から平成19年まで実施し 
ていたが、平成20～22年度の3年間は一時中断し、平成23年度より職員相互派遣研修を再 
開し、平成24年度実施分より、派遣期間を3ヶ月から6ヶ月に変更した。 
また、平成27年度に研修内容等について協議を行い、平成28年度より隔年で事業を実施す 
ることとなった。 
 
【事業の目的及び効果】 
　両市間の相互交流により、鳥取市のよいところを清州市にアピールすることはもとより 
、受入職員との交流による職員及び市民の国際感覚の醸成を図る。 
 
【事業の内容・実績】 
　清州市職員を鳥取市に受け入れ、鳥取市行政の研究及び職員間の交流を図る。 
　　受入期間：6ヶ月（H26.7.4～H26.12.26） 
　　受入人数：1人 
　　研修内容：担当業務の相互比較研修、言語研修　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項 総務管理費

目 人事管理費

前年度当初予算額 1,078 

本年度要求額 1,075 

総務部長段階査定額 1,075 その他財源の内訳

0 

総務部 
職員課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 研修参加費 ページ 161 所　　属　　名

総０１５ 項　　目　　名 韓国清州市職員受入事業費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 2,741 諸収入 0 

計 2,741 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 2,741 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】契約業務係 0857-20-3147 
 
【１０次総の施策体系】5101
 
【事業の経過及び背景】 
　入札・契約等の事務は、専門性を確保しながら、事務の効率化を図ることが求められて
いる 。 
 
【事業の目的及び効果】 
　入札・契約等の事務を検査契約課に一元化することで、透明性・公平性・競争性を確保
しな がら、効率的で専門性の高い業務の執行を行い、信頼感のある透明で公正な行政運営
を行 う。 
 
【事業の内容・実績】 
・建設工事等の各課発注案件について、入札執行、契約締結、検査、支払を実施・管理す
　る。 （工事検査関係事務費予算を統合し、計上）
・発注工事の下請契約における技能労務賃金の賃金水準調査を行う。（新規） 
・事務消耗品等の一括発注、住宅地図等の共同購入、契約約款の管理を行う。 
・物品役務業者の審査、登録を行う。 
　※入札参加資格審査申請は２年に１度（２８年度は随時受付を行う。） 
・管理体制：課長　１名　契約業務係　５名　　契約制度係　２名 
　　　　　　　　　　　　　　　工事・測量　　物品・役務　　　単価契約 
　平成２５年度　２２２３千円　　５９５件　　　５１５件　　２０，９５２個 
　平成２６年度　２２２４千円　　５７６件　　　４９０件　　２０，０６０個 
　平成２７年度　２４０５千円　　８００件　　　５００件　　２１，０００個（見込） 

款 総務費

項 総務管理費

目 一般管理費

前年度当初予算額 2,553 

本年度要求額 2,780 

総務部長段階査定額 2,741 その他財源の内訳

0 

総務部 
検査契約課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 契約事務費 ページ 161 所　　属　　名

総０１６ 項　　目　　名 事務費
新規
事業

-8-－ 8－



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,075 諸収入 0 

計 1,075 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 1,075 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】厚生係 0857-20-3108 
 
【１０次総の施策体系】5301 
 
【事業の経過及び背景】 
　姉妹都市提携を結んでいる韓国清州市との職員交流を平成元年から平成19年まで実施し 
ていたが、平成20～22年度の3年間は一時中断し、平成23年度より職員相互派遣研修を再 
開し、平成24年度実施分より、派遣期間を3ヶ月から6ヶ月に変更した。 
また、平成27年度に研修内容等について協議を行い、平成28年度より隔年で事業を実施す 
ることとなった。 
 
【事業の目的及び効果】 
　両市間の相互交流により、鳥取市のよいところを清州市にアピールすることはもとより 
、受入職員との交流による職員及び市民の国際感覚の醸成を図る。 
 
【事業の内容・実績】 
　清州市職員を鳥取市に受け入れ、鳥取市行政の研究及び職員間の交流を図る。 
　　受入期間：6ヶ月（H26.7.4～H26.12.26） 
　　受入人数：1人 
　　研修内容：担当業務の相互比較研修、言語研修　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項 総務管理費

目 人事管理費

前年度当初予算額 1,078 

本年度要求額 1,075 

総務部長段階査定額 1,075 その他財源の内訳

0 

総務部 
職員課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 研修参加費 ページ 161 所　　属　　名

総０１５ 項　　目　　名 韓国清州市職員受入事業費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 2,741 諸収入 0 

計 2,741 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 2,741 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】契約業務係 0857-20-3147 
 
【１０次総の施策体系】5101
 
【事業の経過及び背景】 
　入札・契約等の事務は、専門性を確保しながら、事務の効率化を図ることが求められて
いる 。 
 
【事業の目的及び効果】 
　入札・契約等の事務を検査契約課に一元化することで、透明性・公平性・競争性を確保
しな がら、効率的で専門性の高い業務の執行を行い、信頼感のある透明で公正な行政運営
を行 う。 
 
【事業の内容・実績】 
・建設工事等の各課発注案件について、入札執行、契約締結、検査、支払を実施・管理す
　る。 （工事検査関係事務費予算を統合し、計上）
・発注工事の下請契約における技能労務賃金の賃金水準調査を行う。（新規） 
・事務消耗品等の一括発注、住宅地図等の共同購入、契約約款の管理を行う。 
・物品役務業者の審査、登録を行う。 
　※入札参加資格審査申請は２年に１度（２８年度は随時受付を行う。） 
・管理体制：課長　１名　契約業務係　５名　　契約制度係　２名 
　　　　　　　　　　　　　　　工事・測量　　物品・役務　　　単価契約 
　平成２５年度　２２２３千円　　５９５件　　　５１５件　　２０，９５２個 
　平成２６年度　２２２４千円　　５７６件　　　４９０件　　２０，０６０個 
　平成２７年度　２４０５千円　　８００件　　　５００件　　２１，０００個（見込） 

款 総務費

項 総務管理費

目 一般管理費

前年度当初予算額 2,553 

本年度要求額 2,780 

総務部長段階査定額 2,741 その他財源の内訳

0 

総務部 
検査契約課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 契約事務費 ページ 161 所　　属　　名

総０１６ 項　　目　　名 事務費
新規
事業

-8-

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 55 諸収入 0 

計 55 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 55 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】契約制度係 0857-20-3148 
 
【１０次総の施策体系】4201
 
【事業の経過及び背景】 
　平成１７年４月から施行された「公共工事の品質確保に関する法律」によって、公共工 
事の発注者には価格と品質のどちらにも優れた工事契約を締結することが求められており 
、優秀な施工技術を持つ請負業者の育成が課題となっている。 
 
【事業の目的及び効果】 
　鳥取市発注建設工事のうち、優良な施工をした建設業者を表彰することで建設業者の施 
工意欲及び施工能力の向上を図り、工事品質を確保していく。 
　また、指名審査及び次回（平成２９年度）の格付に反映させる。 
 
【事業の内容・実績】 
・対象　鳥取市が発注した建設工事で、表彰実施年度の前年度に完成した工事 
・選考　副市長、総務部長、都市整備部長、農林水産部長、環境下水道部長及び外部委員 
　　　　２名で組織する「優良建設工事審査委員会」で決定する。 
・表彰時期　９～１１月頃 
・その他　市報・ＨＰで表彰工事の紹介 
・管理体制　課長　１名　契約制度係　２名 
　　平成２５年度　５１千円　１４工事（１７業者） 
　　平成２６年度　５４千円　１１工事（１７業者） 
　　平成２７年度　５６千円　　６工事（　７業者） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 土木費

項 土木管理費

目 土木総務費

前年度当初予算額 56 

本年度要求額 57 

総務部長段階査定額 55 その他財源の内訳

0 

総務部 
検査契約課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 鳥取市建設優良工事表彰費 ページ 247 所　　属　　名

総０１７ 項　　目　　名 鳥取市建設優良工事表彰経費
新規
事業

-9-－ 9－


